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令和４年度「新生児聴覚検査の実施状況等について」 

 

 

 

 

こども家庭庁では、全国の自治体に対して、新生児聴覚検査（※１）の実施状況や

新生児聴覚検査に対する公費負担の状況等（※２）について調査を実施しております

が、このたび、令和４年度の調査結果をとりまとめましたので、下記のとおり公表し

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○全国１，７４１市区町村のうち、受検者数を集計している１，７１８市区町村（令和３年度：１，７０８市

区町村）における、出生児数に対する受検者数の割合は９５．２％（７２２，１６５人/７５８，４３７

人）でした。（令和３年度：９４．２％（７４９，０６４人/７９５，３５３人）） 

 

○初回検査を受けられなかった理由を把握している市区町村の割合は６７．９％（１，１８３市区町

町村）でした。（令和３年度：６３．９％（１，１１２市区町村）） 

最も当てはまる理由として「保護者が必要性を感じず、同意しなかった」を挙げている市区町村

が２６．６％（３１５市区町村）、「児が聴覚検査の機器がない医療機関で生まれた、もしくは自宅

分娩だった」を挙げている市区町村が１３．９％（１６４市区町村）等でした。 

 

○検査により把握した要支援児に対する療育が、遅滞なく実施されるための指導援助を行ってい

る市区町村の割合は８７．９％（１，５３０市区町村）でした。（令和３年度：８５．４％（１，４８６市区町

村）） 

 

○新生児聴覚検査について、公費負担を実施している市区町村の割合は、８０．０％(１，３９２市区

町村)でした。（令和３年度：７３．１％(１，２７３市区町村)） 

主なポイント 



・別添  新生児聴覚検査の実施状況等について 

 

※１ 「新生児聴覚検査」とは、聴覚障害の早期発見・早期療育を図るために、新生児に対して実施する

検査です。新生児聴覚検査には、おおむね生後３日以内に実施する「初回検査」、初回検査において

リファー（要再検査）であった児を対象として、おおむね生後１週間以内に実施する「確認検査」があり

ます。 

※２「「新生児聴覚検査の実施について」（平成１９年１月２９日雇児母発第０１２９００２号厚生労働省雇用

均等・児童家庭局母子保健課長通知）」において、管内の全ての新生児に対し新生児聴覚検査が実

施されるように、受検の有無を確認し、受診勧奨を行うこと、受検結果を確認し、要支援児とその保護

者に対する適切な指導援助を行うこと、検査に係る費用について公費負担を行い、受検者の経済的

負担の軽減を積極的に図ることをお願いしております。 

新生児聴覚検査費については、平成 18 年度をもって国庫補助を廃止し、平成 19 年度より市町村に

対して地方交付税措置が講じられてきたところでありますが、令和４年度には、市町村における新生

児聴覚検査の公費負担の実施実態を踏まえ、これまでの少子化対策に関係する経費の内数としての

算定から、保健衛生費における算定に変更し、新生児聴覚検査費として所要の金額が計上されてお

ります。 

 

○ 令和２年度および令和３年度「新生児聴覚検査の実施状況等について」の調査結果の訂正

について 

上記の調査結果について集計の誤りが確認されたため、調査結果の訂正を行いました。詳細につき

ましては、こども家庭庁ホームページをご覧ください。 

 https://www.cfa.go.jp/policies/boshihoken/chokakukensa 

 

 

 

 

 

 

 

 

【照会先】 

こども家庭庁成育局母子保健課 

吉川、加藤 

（代表電話）03(6771)8030 

（直通電話）03(6862)0506 

https://www.cfa.go.jp/policies/boshihoken/chokakukensa
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別添１ 

                         

○新生児聴覚検査の実施状況等について  

（令和４年度における１，７４１市区町村の状況） 

 括弧内の＊印の数字は、令和３年度における状況を示している。 

                         

１ 各児の新生児聴覚検査の受検の把握状況 

  

（１）１，７４１市区町村における新生児聴覚検査（初回検査・確認検査）の受検の有無

の確認方法 

 

確認方法：   新生児訪問        １，５２３市区町村（＊１，４９５） 

（※複数回答可）   乳児家庭全戸訪問      １，３４６市区町村（＊１，２７１） 

        乳幼児健康診査        ９９１市区町村（＊９６４） 

        検査費用の助成      １，２５１市区町村（＊１，１２４） 

        出生届            ５０１市区町村（＊４６０） 

        把握していない          ０市区町村（＊０） 

        その他            １３０市区町村（＊１４０） 

 

（２）１，７４１市区町村のうち、初回検査の受検者数を集計している１，７１８市区町

村（＊１,７０８）における児の受検状況 

（図１参照） 

   ※受検者数や未受検者数には里帰り出産等で重複がある。 

   ※不明は、出生児数から受検者数と未受検者数を引いた数としている。 

 

出生児数（人） 受検者数（人） 未受検者数（人） 不明（人） 

実施率（％） 

（受検者数/ 

  出生児数） 

７５８，４３７ 

（＊７９５，３５３） 

７２２，１６５ 

（＊７４９，０６４） 

９，８５４ 

（＊１１，４２２） 

２６，４１８ 

（＊３４，８６７） 

９５．２ 

（＊９４．２） 
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２ 各児の新生児聴覚検査等の結果の把握状況 

 

（１）初回検査      

   

   各児の検査結果を集計している市区町村における検査結果の状況 

   ※受検者数を集計している１，７１８市区町村のうち 

検査結果の内訳について回答のあった１，７１２市区町村（＊１，７０３）を集計 

    

 パス（人） リファー（要再検査）（人） リファー率（％） 

自動 ABR 
５４３，８８３ 

（＊５１４，８７３） 

９，２６６ 

（＊８，７７０） 

１．７ 

（＊１．７） 

OAE 
９０，４１３ 

（＊１０８，８２７） 

３，５５３ 

（＊３，９４１） 

３．８ 

（＊３．５） 

検査方法不明 
６７，５７９ 

（＊１００，９２９） 

１，１１４ 

（＊１，２７３） 

１．６ 

（＊１．２） 

 

 

 （２）確認検査   

      各児の検査結果を集計している市区町村における検査結果の状況 

   ※確認検査の受検者数を集計している１，６２６市区町村のうち 

検査結果の内訳について回答のあった１，６１７市区町村（＊１，５５７）を集計 

 

受検者数

95.2%

未受検者数

1.3%

不明者数

3.5%

図１：新生児聴覚検査受検状況 
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 パス（人） リファー（要精密検査）（人） リファー率（％） 

自動 ABR ５，２８０ 

（＊５，１３７） 

２，３９５ 

（＊２，１１３） 

３１．２ 

（＊２９．１） 

OAE ２，０３９ 

（＊２，１２８） 

５３７ 

（＊７５２） 

２０．８ 

（＊２６．１） 

検査方法不明 ９７３ 

（＊８５０） 

６６０ 

（＊８７７） 

４０．４ 

（＊５０．８） 

 

（３）精密検査          

   

      各児の精密検査の結果を集計している市区町村における検査結果の状況 

   ※精密検査の受検者数を集計している１，６２４市区町村のうち 

検査結果の内訳について回答のあった１，６１１市区町村（＊１，５５７）を集計 

 

一側難聴（人） 両側難聴（人） 正常（人） 評価不能（人）（※） 

７３４ 

（＊７６４） 

６５３ 

（＊６０５） 

１，８６３ 

（＊１，７７３） 

４２６ 

（＊４６５） 

               （※）「評価不能」は精密検査が再度必要な場合をいう。 

 

 

３ 初回検査を受けられなかった児に対する対策の状況 

（詳細は別紙１のとおり） 

   対策あり                １,１３８市区町村（６５．４％） 

（＊１，１３３市区町村（６５．０％）） 

   対策なし                   ６０３市区町村（３４．６％） 

（＊６０８市区町村（３５．０％）） 

 

   対策：   医療機関の紹介など（新生児訪問時等） ９２７市区町村（＊９０２） 

（※複数回答可） 医療機関の紹介など（母子手帳交付時） ３６６市区町村（＊３５７） 

         医療機関の案内（ホームページ等）    ９２市区町村（＊８７） 

         その他                １９０市区町村（＊２００） 

 

 

なぜ初回検査を受けられなかったのか理由を把握していますか。 

  把握している                 １,１８３市区町村（６７．９％） 

（＊１，１１２市区町村（６３．９％）） 

  把握していない                 ５５８市区町村（３２．１％） 

（＊６２８市区町村（３６．１％）） 
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最も当てはまる理由： 

児が聴覚検査の機器がない医療機関で生まれた、 

もしくは自宅分娩だった              １６４市区町村（１３．９％） 

医療機関から適切な説明がなかった           １９市区町村（１．６％） 

保護者が必要性を感じず、同意しなかった       ３１５市区町村（２６．６％） 

保護者の経済的な理由で、同意しなかった        ４５市区町村（３．８％） 

転入、転出をしたため受検の有無が把握できなかった  １０８市区町村（９．１％） 

NICU 等に長期入院していたため、 

受検の有無が把握できなかった            ８０市区町村（６．８％） 

新生児期に死亡したため、受検の有無が把握できなかった ２２市区町村（１．９％） 

その他                       ４３０市区町村（３６．３％） 

 

 

４ 要支援児に対する指導援助の状況  

（詳細は別紙１のとおり） 

  指導援助あり               １，５３０市区町村（８７．９％） 

（＊１，４８６市区町村（８５．４％）） 

   指導援助なし                 ２１１市区町村（１２．１％） 

    （＊２５５市区町村（１４．６％）） 

 

指導援助の内容：健診や個別訪問等により継続的に把握 １，４８１市区町村（＊１，４１７） 

(※複数回答可) 相談支援や教室等の実施         ４９９市区町村（＊４６４） 

         検査機関や療育機関の連絡調整      ７８３市区町村（＊７５０） 

         都道府県との情報共有           ９０市区町村（＊―） 

            その他                 １１７市区町村（＊６７） 
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５ 市区町村の公費負担実施状況   

 

（１）市区町村の公費負担実施状況（詳細は別紙２、３のとおり） 

※初回検査または確認検査に公費負担を実施している市区町村 

     令和４年度実施     １，３９２市区町村（＊１，２７３） 

                   初回検査 １，３９１市区町村（＊１，２７２） 

確認検査   ５９７市区町村（＊５５２）   

※初回検査および確認検査の公費負担をいずれも未実施の市区町村の今後の公費負担実施予定 

令和５年度から実施予定           １８９市区町村 

検討中                    ７５市区町村 

未定                     ８５市区町村 

 

（２）初回検査（１，３９１市区町村（７９．９％））（＊１，２７２（７３．１％）） 

（詳細は別紙１のとおり） 

公費負担実施市区町村数 
公費負担の対象となる検査方法 

（市区町村数） 

全額公費負担 
公費負担 

（定額） 

公費負担 

（その他） 
自動 ABR OAE 

２１６ 

（＊２２２） 

１，０７２ 

（＊９３４） 

１０３ 

（＊１１６） 

１，３９１ 

（＊１，２７２） 

１，２７５ 

（＊１，１６４） 

   【公費負担（その他）の具体例】 

・非課税世帯等のみ公費負担 

・初回・確認検査合算で上限額を設定 

・検査費用の一定割合を負担   

 

【公費負担額・検査方法別の市区町村の分布状況】 

初回検査公費負担額内訳（市区町村数、（ ）内は割合） 

（「全額公費負担（２１６）」と「公費負担（定額）（１，０７２）」の内訳）   

 自動 ABR OAE 

① 全額 ２１６（ １６．８％） 

（＊２２２（１９．２％）） 

１９８（ １６．９％） 

（＊１９２（１８．３％）） 

② 5,000 円以上 ４８４（ ３７．６％） 

（＊３７９（３１．８％）） 

２６６（ ２２．７％） 

（＊２１０（２０．０％）） 

③ 4,000 円以上 5,000 円未満 ６７（  ５．２％） 

（＊６０（５．２％）） 

 ９（  ０．８％） 

（＊９（０．９％）） 

④ 3,000 円以上 4,000 円未満 ４４９（ ３４．９％） 

（＊４０６（３５．１％）） 

５１１（ ４３．５％） 

（＊４５３（４３．１％）） 

⑤ 2,000 円以上 3,000 円未満 ７０（  ５．４％） 

（＊８５（７．４％）） 

１２６（ １０．７％） 

（＊１３５（１２．８％）） 

⑥ 1,000 円以上 2,000 円未満 ２（  ０．２％） 

（＊３（０．３％）） 

６４（ ５．５％） 

（＊５２（４．９％）） 

⑦ 1,000 円未満  ０（  ０．０％） 

（＊１（０．１％）） 

０（  ０．０％） 

（＊０（０．０％）） 

合計 １，２８８（１００．０％） 

（＊１，１５６（１００．０％）） 

１，１７４（１００．０％） 

（＊１，０５１（１００．０％）） 
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      ※内訳は小数点以下第２位を四捨五入しているため、内訳を合計しても 100%とはならない。 

（平均公費負担額） ４，０９８円（＊４，００８円） 

うち自動 ABR 平均負担額 ４，５４１円 うち OAE 平均負担額 ３，６５４円 

※公費負担（定額）で金額が明示されている市区町村について集計 

 

（３）確認検査（５９７市区町村（３４．３％））（＊５５２（３１．７％）） 

公費負担実施市区町村数 
公費負担の対象となる検査方法 

（市区町村数） 

全額公費負担 
公費負担 

（定額） 

公費負担 

（その他） 
自動 ABR OAE 

１２８ 

（＊１８４） 

３５９ 

（＊２５８） 

１１０ 

（＊１１０） 

５９７ 

（＊５５２） 

５０２ 

（＊４６７） 

 

【公費負担額・検査方法別の市区町村の分布状況】 

確認検査公費負担額内訳（市区町村数、（ ）内は割合） 

（「全額公費負担（１２８）」と「公費負担（定額）（３５９）」の内訳） 

 

 自動 ABR OAE 

① 全額 １２８（ ２６．３％） 

（＊１８４（４１．６％）） 

１１０（ ２７．６％） 

（＊１４８（４１．１％）） 

② 5,000 円以上 １６９（ ３４．７％） 

（＊８４（１９．０％）） 

６９（ １７．３％） 

（＊５４（１５．０％）） 

③ 4,000 円以上 5,000 円未満 ８（  １．６％） 

（＊８（１．８％）） 

１（  ０．３％） 

（＊２（０．６％）） 

④ 3,000 円以上 4,000 円未満 １５５（ ３１．８％） 

（＊１２０（２７．１％）） 

１６２（ ４０．７％） 

（＊９０（２５．０％）） 

⑤ 2,000 円以上 3,000 円未満 ２７（  ５．５％） 

（＊４６（１０．４％）） 

４６（ １１．６％） 

（＊５４（１５．０％）） 

⑥ 1,000 円以上 2,000 円未満 ０（  ０．０％） 

（＊０（０．０％）） 

１０（  ２．５％） 

（＊１２（３．３％）） 

⑦ 1,000 円未満 ０（  ０．０％） 

（＊０（０．０％）） 

０（  ０．０％） 

（＊０（０．０％） 

合計 ４８７（１００．０％） 

（＊４４２（１００．０％）） 

３９８（１００．０％） 

（＊３６０（１００．０％）） 

           ※内訳は小数点以下第２位を四捨五入しているため、自動 ABR の内訳を合計しても 100%とはならない。 

（平均公費負担額） ４，１６８円（＊３，６９２円） 

うち自動 ABR 平均負担額 ４，７６１円 うち OAE 平均負担額 ３，５７５円 

※公費負担（定額）で金額が明示されている市区町村について集計 



北 海 道 179 179 100.0% 175 97.8% 130 72.6% 155 86.6% ○ 滋 賀 県 19 19 100.0% 19 100.0% 14 73.7% 14 73.7% ○

青 森 県 40 40 100.0% 17 42.5% 23 57.5% 32 80.0% ○ 京 都 府 26 26 100.0% 15 57.7% 8 30.8% 26 100.0% ○

岩 手 県 33 33 100.0% 33 100.0% 18 54.5% 30 90.9% ○ 大 阪 府 43 43 100.0% 29 67.4% 24 55.8% 38 88.4% ○

宮 城 県 35 35 100.0% 26 74.3% 20 57.1% 33 94.3% ○ 兵 庫 県 41 41 100.0% 30 73.2% 25 61.0% 32 78.0% ○

秋 田 県 25 25 100.0% 24 96.0% 14 56.0% 20 80.0% ○ 奈 良 県 39 39 100.0% 18 46.2% 22 56.4% 31 79.5% ○

山 形 県 35 35 100.0% 27 77.1% 15 42.9% 31 88.6% 　 和 歌 山 県 30 30 100.0% 18 60.0% 19 63.3% 28 93.3% ○

福 島 県 59 59 100.0% 59 100.0% 58 98.3% 59 100.0% ○ 鳥 取 県 19 19 100.0% 19 100.0% 8 42.1% 16 84.2% ○

茨 城 県 44 44 100.0% 43 97.7% 28 63.6% 36 81.8% ○ 島 根 県 19 19 100.0% 14 73.7% 11 57.9% 18 94.7% ○

栃 木 県 25 25 100.0% 25 100.0% 21 84.0% 25 100.0% ○ 岡 山 県 27 27 100.0% 27 100.0% 27 100.0% 27 100.0% ○

群 馬 県 35 35 100.0% 35 100.0% 24 68.6% 29 82.9% ○ 広 島 県 23 23 100.0% 23 100.0% 11 47.8% 20 87.0% ○

埼 玉 県 63 63 100.0% 63 100.0% 44 69.8% 50 79.4% ○ 山 口 県 19 19 100.0% 3 15.8% 12 63.2% 18 94.7% ○

千 葉 県 54 54 100.0% 54 100.0% 32 59.3% 36 66.7% ○ 徳 島 県 24 24 100.0% 24 100.0% 17 70.8% 22 91.7% ○

東 京 都 62 62 100.0% 62 100.0% 46 74.2% 52 83.9% ○ 香 川 県 17 17 100.0% 17 100.0% 14 82.4% 14 82.4% ○

神 奈 川 県 33 33 100.0% 18 54.5% 25 75.8% 31 93.9% ○ 愛 媛 県 20 20 100.0% 20 100.0% 8 40.0% 16 80.0% ○

新 潟 県 30 30 100.0% 9 30.0% 20 66.7% 28 93.3% ○ 高 知 県 34 34 100.0% 34 100.0% 28 82.4% 34 100.0% ○

富 山 県 15 15 100.0% 12 80.0% 9 60.0% 15 100.0% ○ 福 岡 県 60 60 100.0% 19 31.7% 43 71.7% 60 100.0% ○

石 川 県 19 19 100.0% 16 84.2% 8 42.1% 19 100.0% ○ 佐 賀 県 20 20 100.0% 11 55.0% 15 75.0% 15 75.0% ○

福 井 県 17 17 100.0% 17 100.0% 17 100.0% 17 100.0% ○ 長 崎 県 21 21 100.0% 21 100.0% 6 28.6% 19 90.5% ○

山 梨 県 27 27 100.0% 27 100.0% 24 88.9% 26 96.3% ○ 熊 本 県 45 45 100.0% 15 33.3% 20 44.4% 42 93.3% ○

長 野 県 77 77 100.0% 32 41.6% 61 79.2% 67 87.0% ○ 大 分 県 18 18 100.0% 18 100.0% 18 100.0% 18 100.0% ○

岐 阜 県 42 42 100.0% 42 100.0% 34 81.0% 39 92.9% ○ 宮 崎 県 26 26 100.0% 26 100.0% 9 34.6% 23 88.5% ○

静 岡 県 35 35 100.0% 35 100.0% 27 77.1% 33 94.3% ○ 鹿 児 島 県 43 43 100.0% 43 100.0% 26 60.5% 34 79.1% ○

愛 知 県 54 54 100.0% 45 83.3% 27 50.0% 49 90.7% ○ 沖 縄 県 41 41 100.0% 11 26.8% 13 31.7% 27 65.9% ○

三 重 県 29 29 100.0% 21 72.4% 15 51.7% 26 89.7% ○ 計 1,741 1,741 100.0% 1,391 79.9% 1,138 65.4% 1,530 87.9% 46

新生児聴覚検査に係る検査結果の把握状況等について（令和４年度）

都道府県名
市区町
村数
(A)

検査結果
の確認

公費負担
を実施

（初回検査）

検査を受けられ
なかった児に対
する対策を実施

要支援児に対する
指導援助を実施

都道府県の
協議会設置
の有無（※）

都道府県名
市区町
村数
(A)

検査結果
を確認

公費負担
を実施

(初回検査)

検査を受けられ
なかった児に対
する対策を実施

要支援児に対する
指導援助を実施

都道府県の
協議会設置
の有無（※）

割合
(E)/(A)

※「協議会」とは、都道府県管内の市区町村において、新生児に対する検査が適切に実施され、検査により把握された要支援児及びその保護者に対する多面的な支援が円滑に行われるよう、
　関係機関・関係団体から構成し、都道府県単位で連携体制を構築するためのものである。

割合
(D)/(A)

市区
町村
数
(E)

割合
(E)/(A)

市区町
村数
(B)

割合
(B)/(A)

市区
町村
数
(C)

市区町
村数
(B)

割合
(B)/(A)

市区
町村
数
(C)

割合
(C)/(A)

市区
町村
数
(D)

割合
(C)/(A)

市区
町村
数
(D)

割合
(D)/(A)

市区
町村
数
(E)
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都道府県名 市区町村数
公費負担
実施

R５年度から
実施予定 検討中 未定 都道府県名 市区町村数

公費負担
実施

R５年度から
実施予定 検討中 未定

北 海 道 179 175 3 0 1 滋 賀 県 19 19 0 0 0

青 森 県 40 17 12 6 5 京 都 府 26 15 10 1 0

岩 手 県 33 33 0 0 0 大 阪 府 43 29 11 1 2

宮 城 県 35 26 7 1 1 兵 庫 県 41 30 7 2 2

秋 田 県 25 24 0 1 0 奈 良 県 39 18 17 2 2

山 形 県 35 27 8 0 0 和 歌 山 県 30 18 0 2 10

福 島 県 59 59 0 0 0 鳥 取 県 19 19 0 0 0

茨 城 県 44 43 1 0 0 島 根 県 19 14 3 2 0

栃 木 県 25 25 0 0 0 岡 山 県 27 27 0 0 0

群 馬 県 35 35 0 0 0 広 島 県 23 23 0 0 0

埼 玉 県 63 63 0 0 0 山 口 県 19 3 2 14 0

千 葉 県 54 54 0 0 0 徳 島 県 24 24 0 0 0

東 京 都 62 62 0 0 0 香 川 県 17 17 0 0 0

神 奈 川 県 33 18 12 3 0 愛 媛 県 20 20 0 0 0

新 潟 県 30 9 7 3 11 高 知 県 34 34 0 0 0

富 山 県 15 12 1 0 2 福 岡 県 60 19 17 9 15

石 川 県 19 16 3 0 0 佐 賀 県 20 11 1 0 8

福 井 県 17 17 0 0 0 長 崎 県 21 21 0 0 0

山 梨 県 27 27 0 0 0 熊 本 県 45 15 10 11 9

長 野 県 77 32 41 4 0 大 分 県 18 18 0 0 0

岐 阜 県 42 42 0 0 0 宮 崎 県 26 26 0 0 0

静 岡 県 35 35 0 0 0 鹿 児 島 県 43 43 0 0 0

愛 知 県 54 45 7 2 0 沖 縄 県 41 11 4 9 17

三 重 県 29 22 5 2 0 計 1,741 1,392 189 75 85

都道府県別公費負担実施状況（表）

※公費負担実施市区町村は、初回検査または確認検査で公費負担実施をしている市区町村をいう。
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都道府県別公費負担実施状況（図）

※公費負担実施市区町村は、初回検査または確認検査で公費負担を実施している市区町村をいう。

別紙３

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

北
海
道

青
森
県

岩
手
県

宮
城
県

秋
田
県

山
形
県

福
島
県

茨
城
県

栃
木
県

群
馬
県

埼
玉
県

千
葉
県

東
京
都

神
奈
川
県

新
潟
県

富
山
県

石
川
県

福
井
県

山
梨
県

長
野
県

岐
阜
県

静
岡
県

愛
知
県

三
重
県

滋
賀
県

京
都
府

大
阪
府

兵
庫
県

奈
良
県

和
歌
山
県

鳥
取
県

島
根
県

岡
山
県

広
島
県

山
口
県

徳
島
県

香
川
県

愛
媛
県

高
知
県

福
岡
県

佐
賀
県

長
崎
県

熊
本
県

大
分
県

宮
崎
県

鹿
児
島
県

沖
縄
県

公費負担

実施

R5年度から

実施予定

検討中 未定


